
業務改善助成金の解説



業務改善助成金の概要



働くすべての方に、
賃金の最低額を保障する制度です。

年齢や、パート・学生アルバイトなどの
働き方の違いにかかわらず適用されます。

静岡県では令和6年10月1日から地域別最低賃
金が984円から1,034円に引き上げられました。

使用者は、最低賃金額以上の賃金を支払わな
ければなりません。
地域別最低賃金額以上の賃金額を支払わない
場合には、最低賃金法による罰則（50万円以
下の罰金）の適用もあり得ます。

最低賃金制度とは?



事業場内の最低賃金（事業場内で最も低い時間給）を一定額以上引き上げるとともに、生産性向上に資する設備
投資等を行った中小企業・小規模事業者に対し、その設備投資等に要した費用の一部を助成する。

【助成率】

【助成上限額】

【対象事業場】
・事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が50円以内

90円コース60円コース45円コース30円コース引上げ労働者数

90万円（170万円）60万円（110万円）45万円（80万円）30万円（60万円）1人

150万円（240万円）90万円（160万円）70万円（110万円）50万円（90万円）2～3人

270万円（290万円）150万円（190万円）100万円（140万円）70万円（100万円）4～6人

450万円230万円150万円（160万円）100万円（120万円）7人以上

600万円300万円180万円120万円（130万円）10人以上
※ （ ）書きの上限額は、事業場規模30人未満の事業者が対象。
※ 引上げ労働者数10人以上の助成上限額区分は、原材料費の高騰などの影響を受けている事業者（売上高総利益率又は売上高営業利益率が昨年と比較して３％ポイント減）
又は事業場内最賃1,000円未満の場合のみ対象。

【助成対象の特例的な拡充】

助
成
対
象
の
例

POSレジシステム導入による在庫管理の短縮
リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮

設備投資

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

その他 顧客管理情報のシステム化

専門家による業務フロー見直しによる顧客回転率の向上

業務改善助成金の概要

1,000円以上1,000円未満

3/44/5

原材料費の高騰など社会的・経済的環境の変化等外的要因により利益率が３％ポイント以上
低下した事業者に限り、以下の経費も助成。
・乗車定員７人以上又は200万円以下の乗用自動車及び貨物自動車等
・パソコン、スマホ、タブレット等の端末及び周辺機器の新規導入

賃金引上
げ計画

設備投資等に
要した費用の
一部を助成

設備投資
等の計画

計画の承認
及び実行



業務改善助成金について
業務改善助成金は、中小企業の生産性向上を支援し、事業場内最低賃金（事業場内で最も低い時間給）の引上げを図る
ための制度です。

事業場で最も低い時間給をいいます。

事業場内最低賃金は、最低賃金法第４条及び最低賃金法施行規
則第１条又は第２条の規定に基づいて算定します。（時間給制、
日給制、月給制の場合などによって計算方法が異なります。ま
た、計算の際に算入しない手当等があります。）

生産性向上に資する設備投資の例

事業場内最低賃金とは

POSレジシステム導入による在庫管理の短縮

リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮

顧客・在庫・帳票管理システムの導入による業務の効率化

店舗改装による配膳時間の短縮

国家資格者等による業務フロー見直し及び顧客回転率の向上

設備投資

コンサルティング

その他

対象事業者など

• 中小企業・小規模事業者であること

• 事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が50円以内であること

• 解雇・賃金引き下げなどの不交付要件がないこと

以上の要件をすべて満たした場合に、事業場内最低賃金の引上
げ計画と設備投資等の計画を立てて、（労働基準法に基づく）

事業場を１つの単位として申請します。

（留意事項）
・事業場内最低賃金の引上げや設備投資等は、これから実施するものが助成の対
象となります。
・労働者（従業員）の事業場内最低賃金を引き上げるための支援制度であるため、
労働者（従業員）がいない場合は、助成の対象となりません。

別々に
申請工場A 事務所B

事業内最低賃金の
引き上げの計画

生産性向上に資する
設備投資等の計画

設備投資等に要した費用の一部が
助成されます。

計画の承認
と実施



助成上限額や助成率の決定方法、助成金額の計算
8人の労働者（従業員）がいる事業場で、事業場内最低賃金の1,034円で働く5人の労働者（従業員）の賃金を1,084
円まで（＋50円）引き上げる例。（賃金引上げに合わせて200万円の設備投資を実施予定。）

• 50円引き上げるので「45円コース」が対象。

• 5人の労働者を引き上げるので、「4～6人」の区分。

• 事業場が8人なので、30人未満の助成上限額が適用。

助成率助成上限額

助成金額の計算

設備投資費用（200万円）に助成率（3/4）をかけた金額と助成上限額（140万
円）とを比較し、いずれか安い方の金額が助成されます。

助成上限額
引き上げる労
働者数

事業場内
最低賃金
の引き上
げ額

コース
区分

事業場規模
30人未満
の事業者

右記以外
の事業者

６０万円３０万円１人

30円以上3 0 円
コース

９０万円５０万円２～３人
１００万円７０万円４～６人
１２０万円１００万円７人以上
１３０万円１２０万円10人以上※

８０万円４５万円１人

45円以上4 5 円
コース

１１０万円７０万円２～３人
１４０万円１００万円４～６人
１６０万円１５０万円７人以上
１８０万円１８０万円10人以上※

１１０万円６０万円１人

60円以上6 0 円
コース

１６０万円９０万円２～３人
１９０万円１５０万円４～６人
２３０万円２３０万円７人以上
３００万円３００万円10人以上※

１７０万円９０万円１人

90円以上9 0 円
コース

２４０万円１５０万円２～３人
２９０万円２７０万円４～６人
４５０万円４５０万円７人以上
６００万円６００万円10人以上※

助成上限額は
140万円

４/５1,000円未満

３/４1,000円以上

• 引き上げ前の事業場内最低賃金が1,034円なので、
1,000円以上の助成率が適用

助成率は
3/4

賃金を引上げる労働者の留意点

• 全ての労働者の賃金を新しい事業場内最低賃金以上まで引き上げる必要がありま
す。（残り3人の労働者が1,035円で働いていたら、この3人も1,084円以上にま
で引き上げる必要があります。）

• 事業場内最低賃金の者以外でも、申請コースの額以上賃金を引き上げた場合は引
上げ人数にカウントされる場合があります。（1,035円で働く残り3人の労働者
を1,084円以上に引き上げれば、8人の労働者を引き上げたことになります。
よって、「7人以上」の区分が適用され、助成上限額が160万円になり、上限額
の範囲内となったため、150万円が助成されます。）

150万円
（＝200万円×3/4）

140万円
（＝助成上限額）

140万円が助成されます。

＞



３/４1,000円以上

４/５1,000円未満

特例的な拡充制度
業務改善助成金では、賃金引上げが困難と考えられる事業者などに対し、助成上限額・助成率・助成対象経費の特例的
な拡充を実施しています。

特例的な拡充が受けられる事業者

• ①に該当する場合は、助成上限額表の一番右の額が適用されます。

• ②に該当する場合は、10人以上の労働者を引き上げる際に、助成上限額表
の「10人以上」の区分が適用（上限額が拡大）されます。また、助成率表
の「1,000円未満」の助成率が適用されます。

• ③に該当する場合は、10人以上の労働者を引き上げる際に、助成上限額表
の「10人以上」の区分が適用（上限額が拡大）されます。また、助成対象
経費として認められていない一部の経費が助成対象経費として認められま
す。

①に該当してい
る場合に適用

②に該当している
場合に適用

②・③に該当してい
る場合に適用

＜助成上限額＞

＜助成率＞
※書きは、特例事業者に該当する場合に拡充が受けられるものです。 ＜助成対象経費＞

助成対象経費として認められ
ない一定の自動車や新規に導
入するＰＣ等など。

③（物価高騰等要件）に該
当している場合に適用

助成対象
経費助成率助成

上限額事業者の状況

××○①申請事業場の事業場規模が30人
未満である場合

×○○※②申請事業場の事業場内最低賃金
額が1,000円未満の場合

○※×○※③事業主の事業状況（利益率）が
一定の要件を満たす場合



「特例事業者」とは
業務改善助成金では、一定の要件に当てはまる事業者を「特例事業者」として、助成対象経費等の拡充を実施していま
す。

特例事業者

特例事業者は、以下のＡ又はBのいずれかを満たした場合に該当します。

A) 賃金要件
事業場内最低賃金が1,000円未
満の事業場に係る申請を行う事
業者

B) 物価高騰等要件
原材料費の高騰など社会的・経
済的環境の変化等の外的要因に
より、申請前３か月間のうち任
意の１月の利益率（売上高総利
益率又は売上高営業利益率）が、
前年同期に比べ、３％ポイント
以上低下している事業者

※「％ポイント（パーセントポイント）」とは、パーセントで表された２つの数値の差を表す単位です。

助成対象経費の拡充

通常は「生産性向上資する設備投資」が助成対象経費であるところ、特例事業
者の物価高騰等要件（B）に該当すれば、以下の経費も対象となります。

・乗車定員７人以上又は200万円以下の乗用自動車及び貨物自動車等

・パソコン、スマホ、タブレット等の端末及び周辺機器の新規導入
（例）
事業場内最低賃金が980円
である事業場

（例）
物価高騰等の影響で、月
の売上高総利益率が昨年
と比較して4.2％ポイント
（20.3％→16.1％）以上
低下

（令和６年度までの措置）「生産性要件」
令和６年度までは、以下の要件に該当する場合、助成率が上がる特例的な拡充
として「生産性要件」がありましたが、令和７年度から廃止されています。



業務改善助成金申請に
当たっての注意事項



業務改善助成金の申請について

申請に必要な書類

（交付申請手続）

第５条 業務改善助成金の交付を受けようとする事業者は、様式第１号
による申請書に次に掲げる書類を添えて、別途定める期間までに所轄労
働局⾧に提出しなければならない。

（要領第３の１）

第１項の「別途定める期間」は、第１期を令和7年4月14日から令和7年
6月13日、第２期を令和7年6月14日から申請事業場の都道府県において
適用される令和7年度地域別最低賃金の発効日の前日とする。第３期以降、
受付を行う際には、別途定める。

一 助成対象経費の見積書

二 第４条第３項に規定する特例事業者に該当することを確認できる書
類（業務改善助成金の交付を受けようとする事業者が特例事業者の適用
を希望する場合に限る。）

三 助成金を交付する目的に必要な範囲で、所轄労働局⾧が提出を求め
る書類

見積書・相見積書

要領第４で、原則として二者以上
の見積もりが必要となっています。

特例事業者に該当する場合に提出が必要です。

特例事業者の物価高騰等要件に該当する場合に提出が必要です。

様式第1号本体の他、別
紙１・別紙２も必要です

以下の書類を添えて、事業場を管轄する労働局⾧あてに申請を送付する
必要があります。

要領第３の１に定められてい
ます。

＜イメージ図＞

チェックリスト
や記載例が厚生
労働省ホーム
ページに掲載さ
れいます。

交付要綱



業務改善助成金の要件の詳細について

交付要綱第４条第１項（令和7年４月１日～）

（対象事業者及び交付額）

第４条 日本国内に事業場を設置している中小企業事業者において、

当該事業場における雇入れ後６月を経過した労働者の当該事業場で最

も低い時間当たりの賃金額（以下「事業場内最低賃金」という。）を、

交付決定の属する年度の1月31日までに、別表第１の申請コース区分

ごとに定める第２欄の引上げ額を満たすよう引き上げるとともに、就

業規則その他これに準ずるものにより当該引上げ後の賃金額を事業場

で使用する労働者の下限の賃金額とすることを定めた場合であって、

交付決定の属する年度の１月31日までに、生産性向上、労働能率の増

進に資する設備投資等（以下「生産性向上等に資する設備投資等」と

いう。）を行い、別表第４に掲げる経費（以下「助成対象経費」とい

う。）を支出したときは、当該事業者に対して、予算の範囲内で業務

改善助成金を交付する。

① ②

③

④

⑤

⑥

日本国内に事業場を置く事業者であること

中小企業事業者であること

雇入れ後６か月を経過した労働者を使用していること

原則として、１月31日までに、事業場で最も低い賃金
を申請コース区分で定める額以上引き上げること

引上げ後の賃金額を事業場内最低賃金額として、就業規
則等に規定すること

原則として、１月31日までに、生産性向上、労働能率
増進に資する設備投資等の経費を支出すること

①

②

③

④

⑤

⑥

以上を満たした計画が提出されたら、申請事業主に対して、「交付
決定」をします。

交付決定後、申請事業主は計画どおりに賃金引上げと設備投資を実
施し、実績報告書・支給申請書を提出します。これらを審査し、計
画どおりの内容で実施された場合は、「支給決定」をします。



対象事業者（中小企業・小規模事業者）について

中小企業・小規模事業者とは

交付の対象事業者である「中小企業・小規模事業者（中小企業事
業者）とは、要綱で以下のとおり定義されています。
（定義）

第２条 この交付要綱において、「中小企業事業者」とは次の各号の
いずれかに該当する事業者をいう。

一 資本金の額又は出資の総額が３億円以下の法人である事業者又は
常時使用する労働者の数が300人以下の事業者であって、次号から第
４号までに掲げる業種以外の業種に属する事業を主たる事業として営
むもの

二 資本金の額又は出資の総額が１億円以下の法人である事業者又は
常時使用する労働者の数が100人以下の事業者であって、卸売業に属
する事業を主たる事業として営むもの

三 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の法人である事業者又
は常時使用する労働者の数が100人以下の事業者であって、サービス
業に属する事業を主たる事業として営むもの

四 資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の法人である事業者又は
常時使用する労働者の数が50人以下の事業者であって、小売業に
属する事業を主たる事業として営むもの

②常時使用する企
業全体の労働者数

①資本金の額又は出資
の総額業種

300人以下3億円以下の法人一般産業（下記
以外）

100人以下1億円以下の法人卸売業

100人以下5,000万円以下の法人サービス業

50人以下5,000万円以下の法人小売業

①資本金の額又は出資の総額、②常時使用する企業全体
の労働者数のいずれかの要件を満たすことが必要。

業種については、日
本産業分類（第13回
改定（平成26年4月
1日施行））に基づ
き判断します。要領
の（別紙１）にも記
載があります。

（要領抜粋）

※ただし、大企業の子会社である中小企業は対象外（交付要綱
第２条第２項）



事業場内最低賃金の計算

計算方法

事業場内最低賃金は、交付要領第２の１のとおり、最低賃金法第４条及
び最低賃金法施行規則第１条又は第２条の規定に基づいて算定します。
時間給、日給、月給など、様々なケースに応じて計算方法が異なります。
また、一部算入しない手当もあります。

計算の概要は以下のとおりですが、変動する歩合給が支払われている場
合は、一部計算が異なりますので、Ｑ＆Ａをご参照ください。

事業場内最低賃金とは

事業場内最低賃金は、事業場で最も低い時間給を指します。事業主が計
算の際に役立てられるよう、厚生労働省のホームページに「最低賃金の
対象となる賃金」「最低賃金以上かどうか確認する方法」について掲載
していますのでご参照ください。

第２ 交付要綱第４条（対象事業者及び交付額）関係

１ この条に掲げる「賃金」は、最低賃金法（昭和34年法律第137号。
以下「最賃法」という。）第２条第３号に定める賃金とし、「時間当た
りの賃金」の算定は、最賃法第４条第３項、第４項及び最賃法施行規則
第２条の規定を適用する。



事業場内最低賃金の引上げの考え方

追い抜かされる労働者について

交付要綱第４条第１項で「就業規則その他これに準ずるものにより当該
引上げ後の賃金額を事業場で使用する労働者の下限の賃金額とすること
を定めた場合」とあるので、引き上げ後の賃金額に追い抜かされる労働
者も、事業場内最低賃金額まで引き上げる必要があります。

労働者のカウントについて

交付要領第10において、引き上げ後の賃金を下回る労働者の賃金額につ
いて、要綱に定める引き上げ額を満たすように引き上げる場合は、引上
げ労働者数に含める（＝引上げ人数にカウントしてよい）ことができま
す。

Ａ:引上げ人数としてカウ
ント

Ｂ・Ｃ:
新事業場内最低賃金以上

に引き上げる必要がある。
ただし、引上げ人数として
は、申請コースの額（３０
円）以上引き上げているＣ
のみ対象。
Ｄ:既に新事業場内最低賃
金以上なので、３０円以
上引き上げてもカウント
しない。

第10 交付要綱別表第１及び第２関係

事業場内最低賃金を引き上げた労働者の引上げ後の賃金額を下回る労働者の
賃金額について、別表第１第２欄の引上げ額を満たすよう引き上げる場合は、
別表第１第４欄又は別表第２第１欄に規定する引上げ労働者数に含めるもの
とする。（略）

（対象事業者及び交付額）

第４条 （略）就業規則その他これに準ずるものにより当該引上げ後
の賃金額を事業場で使用する労働者の下限の賃金額とすることを定め
た場合であって、（略）

カウント表のＢがこれに当たります。
（Ｂは最低1,070円以上（+10円）であれば問題ありません） カウント表のＣがこれに当たります。

＜就業規則等により定めるとは＞
以下のような形で、就業規則等に「事業場
内最低賃金額」を定めることを指します。
（詳しくは記入例を参照ください。）

第６条 当社における最も低い賃金額
は、時間給又は時間換算額1,070円とす
る。ただし、最低賃金法（昭和34年法
律第137号）第７条に基づく最低賃金の
減額の特例許可を受けた者を除く。
② 前項の賃金額には、最低賃金法第４
条第３項に定める賃金を算入しない。ま
た、時間換算額の算出方法は、最低賃金
法施行規則第２条の定めるところによ
る。
附則 この規程は、令和○年○月○日か
ら施行する。

＜引上げ対象人数カウント表＞

１０４０円 Ａ

１０６０円

１０７０円

Ｃ

１０９０円

＋３０円

事業場内最
低賃金

Ｄ

１１１０円

＋３０円
新事業場内
最低賃金

■引上げ人数は２名とカウント

１０８０円

Ａ
Ｂ

Ｂ

Ｃ
Ｄ

＋２０円

＋３０円



生産性向上・労働能率の増進に資する設備投資等について

生産性向上等に資する設備投資等の考え方

生産性向上・労働能率の増進に資する設備投資等に該当するかどうかに
ついては、単に事業場の生産活動の効率化が図られるものの他、

• 事業場の売り上げ増が図られるもの

• 事業場の収益改善が見込まれるもの

も生産性向上等に資する設備投資等と考えられます。

その他、以下のような助成対象となり得るもの（なり得ないもの）など
について、詳しくはQ&Aの「Ⅴ 業務改善について」をご参照ください。

• 賃金引上計画の対象労働者と関連しない設備投資等（Q&A問29）

• 相互に関連しない設備投資等（Q&A問30）

• もっぱら事業主が使用する設備投資等（Q&A問36） など

設備投資等の経費を支出することについて

交付要綱第４条に、「生産性向上、労働能率の増進に資する設備投資等
を行い、別表第４に掲げる経費を支出したとき」とあるとおり、生産性
向上・労働能率の増進に資する設備投資等の支払いが完了することが必
要です。具体的には、交付要領第13の３のとおり、

• 原則は振込払いとすること

• クレジットカード、小切手、約束手形等による支払いは、交付決定の
属する年度の１月31日までに口座から引き落とされていること

ことを求めています。（ただし、やむを得ない理由がある場合について
は、一定の手続きのもと、３月31日までの延⾧が認められます。）

このため、年度末近くに行われた申請で、

• クレジットカード払い等のため、年度内（３月31日まで）までに支払
いが完了する見込みがない場合

• （支払いが年度内に完了する見込みでも）設備投資等の納入が年度内
（３月31日まで）までに完了する見込みがない場合

などに該当するときは、（賃上げを急ぐ特段の事情がないのであれば）、
翌年度の交付決定に繰り越していただくこともあります。

＜事業完了期限について＞
①設備投資等の納品日、②助成対象経費の支払完了日、③賃金引上げ日
（就業規則等の改正日）のいずれか遅い日が事業完了期限となります。
交付要綱では、これらを「交付決定の属する年度の１月31日まで」に実
施することを求めております。（ただし、やむを得ない理由がある場合
は、一定の手続きのもと、「交付決定の属する年度の３月31日まで」延
⾧ができます。） 4/1（旧年度） （新年度）

旧年度に交付決定した場合は、旧年度の
3/31までに事業を完了させる必要がある。

新年度に交付決定した場合は、新年度の
3/31までに事業を完了させることとなる。

交付決定 交付決定



不交付要件や申請の単位について

業務改善助成金の交付が受けられない場合について

①申請書の提出日の前日から起算して６月前の日から支給申請日の前日又は
賃金額を引き上げてから６月を経過した日のいずれか遅い日までの間に、

ア 労働者を解雇した場合

イ 労働者の時間当たりの賃金額を引き下げた場合

ウ 所定労働時間の短縮又は所定労働日の減少により、月当たりの
賃金額を引き下げた場合

エ 助成対象経費を対象として他の助成等を受けている場合

②過去に業務改善助成金を受けた事業場で、当時定めた事業場内最低賃金額
を下回っている場合

③労働関係法令に違反していることが明らかとなった場合

④適正化法第17条に規定する補助金等の決定の取消しその他これに準ずる処
分を受けている場合

⑤法人の役員等に暴力団員に該当する者がいる事業場、暴力団員が経営に関
与している事業場等であると認められた場合

⑥労働保険料の滞納がある場合

⑦倒産している場合

など（詳細は交付要綱第４条第４項第１号～第１０号をご確認ください。）

申請の単位について

地域別最低賃金 1,034円

事業場内最低賃金
1,050円

事業場内最低賃金
1,040円

事業場内最低賃金
1,090円

事業場Ａ

事業場Ｂ

事業場Ｃ

中小企業・
小規模事業者

申
請※

地域別最低賃金+50円以
上であるため、対象外

※工場・事務所など、それぞれの事業場ごとに申請

申
請※

要綱第４条第１項で事業場内最低賃金の引き上げを求めていることや要
領第3の４「申請書は、事業場の所在地を管轄する都道府県労働局の担当
部署に」から、申請は事業場ごとにしていただくこととなります。

ただし、事業主単位の年間申請上限額６００万円



昨年度からの変更点について

「生産性要件」が終了（賃金要件と物価高騰等要件は引き続き継続）
賃金要件950円以上→1,000円以上１．特例事業者要件

「1,000円未満（5分の4）」、「1,000円以上（4分の3）」２．助成率区分の変更

第１期 申請期間 令和７年４月１４日～令和７年６月１３日
賃金引上げ期間 令和７年５月１日～令和７年６月３０日

第２期 申請期間 令和７年６月１４日～地域別最低賃金改定日の前日
賃金引上げ期間 令和７年７月１日～地域別最低賃金改定日の前日

３．申請受付期間と賃金引
上げ期間

事業者から大企業と密接な関係を有する企業（みなし大企業）は対象外４．みなし大企業対象外

事業主単位の年間申請上限額６００万円５．申請上限額

令和８年１月３１日まで６．事業完了期限

※令和６年度に申請いただき、令和７年４月１日以降に交付決定を受けた事業者は、令和６年度に申請さ
れたものとして扱われますので、令和７年度も申請可能です。



初めて申請される方へ

厚生労働省ホームページの活用







業務改善助成金の事例集

厚生労働省ホームページにて、業務改善助成金が交付された事例集も掲載しています。

生産性向上の事例集 業種別事例集

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_ro
udou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/index.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_ro
udou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html#%E3%83
%92%E3%83%B3%E3%83%88%E9%9B%86




